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 平成１９年度の調査審議等の状況 

（平成１９年４月～平成２０年３月） 

 

 

Ⅰ 全体 

 

１ 諮問・答申件数 

  平成１９年度の諮問件数は１，０１０件，答申件数は８７０件，未済件数は６０８件

となっている。 

なお，平成１３年度から平成１９年度までの総諮問件数は５，２７１件，総答申件数

は４，４８２件となっている。 

 

○情報公開関連と個人情報保護関連の総計 

［平成１９年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ７９９ ６９４ ２４ 

独立行政法人等 ２１１ １７６ １２ 

累  計 １，０１０ ８７０ ３６ 

 

［平成１３年度～平成１９年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 未済件数 

（年度末） 

行政機関 ４，６７９ ４，０６５ １４７ ４６７ 

独立行政法人等 ５９２ ４１７ ３４ １４１ 

累  計 ５，２７１ ４，４８２ １８１ ６０８ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

 

２ 答申結果の分類 

平成１９年度に出された答申件数（８７０件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，１１４件（１３．１％）である。 

 

諮問庁の判断は妥当でないとしたもの １７（ ２．０％） 

諮問庁の判断は一部妥当でないとしたもの ９７（１１．１％） 

諮問庁の判断は妥当であるとしたもの ７５６（８６．９％） 

 

３ 中間答申 

平成１９年度においては，運営規則２４条３項の規定に基づく中間答申の実績はなか

った。 
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４ 取下げ 

  平成１９年度における諮問事件の取下げは，合計で３６件である。このうち，情報公

開関連は３２件（行政機関２３件，独立行政法人等９件），個人情報保護関連は４件（行

政機関１件，独立行政法人等３件）である。 

取下げの理由をみると，全部開示したものは４件，不服申立人の自主的な取下げは２

４件，その他（却下等）８件となっている。 

 

５ 平均処理期間・審議回数 

  平成１９年度の答申（８７０件）について，平均処理期間は１９４．９日，平均審議

回数は２．２回であり，最短の事件では２８日で処理が終了しており（平成１９年度（行個）

答申第２８号，平成１９年度（行個）答申第１１０号及び第１１１号），最長の事件では１，０２

８日かかっている（平成１９年度（行情）答申第４１０号）。 

  なお，答申までの所要日数の分布をみると，次のとおり，２か月で答申をしたものが

最も多く，次いで３か月で答申したものとなっている。 

 

所要日数 答申数（件） 割合（％） 

１か月以内に答申      ８ ０．９ 

２か月以内 １５１ １７．４ 

３か月以内 １１４ １３．１ 

４か月以内 ８１ ９．３ 

５か月以内 ８９ １０．２ 

６か月以内 ５７ ６．６ 

７か月以内 ７４ ８．５ 

８か月以内 ４３ ４．９ 

９か月以内 ４０ ４．６ 

１０か月以内 ２９ ３．３ 

１１か月以内 ２５ ２．９ 

１２か月以内 １９ ２．２ 

４００日以内 ３９ ４．５ 

５００日以内 ６７ ７．７ 

６００日以内 ２０ ２．３ 

６００日超 １４ １．６ 

（注）１か月＝３０日として集計 
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６ 各部会の調査審議回数 

  各部会は，原則として１週間に１回のペースで調査審議を行った。 

 

 調査審議回数 

第１部会 ３１回 

第２部会 ３４回 

第３部会 ３２回 

第４部会   ３４回 

第５部会   ３２回 

 

７ 口頭意見陳述及び口頭説明聴取の実績 

  平成１９年度の答申（８７０件）についてみると，不服申立人等から口頭意見陳述を

聴取したとする記載のあるものは８件（不服申立人８件）であり，諮問庁から口頭説明

を聴取したとする記載のあるものは２４３件である。 

（注）１ 一つの事件について，双方ともに実施される場合もある。 

    ２ 部会又は指名委員による聴取実績である。  

 

８ 指名委員の活動実績 

  平成１９年度の答申（８７０件）についてみると，２２５件について，情報公開・個

人情報保護審査会設置法（以下「設置法」という。）１２条に基づき指名委員が口頭意見

陳述又は口頭説明の聴取を行っている。 

 

９ 特徴のある事件 

存否応答拒否事件，不存在事件等の特徴のある諮問事件については，平成１９年度の
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状況は以下のとおりであり，不存在事件が全諮問事件数の１３．０％と最も多く，次に

存否応答拒否事件が全体の３．５％と多い。 

 

（諮問）                              （単位：件，％） 

 
情報公開 

個人情報 

保護 
合 計 全諮問件数に占める割合 

不存在事件 １１４ １７ １３１ １３．０ 

存否応答拒否事件 ２９ ６ ３５ ３．５ 

文書等の特定を争う事件 ２４  ３ ２７ ２．７ 

適用除外事件 ２  ７     ９ ０．９ 

逆ＦＯＩＡ事件 １０ ０ １０ １．０ 

行政文書等非該当事件 ０ １     １ ０．１ 

 

（答申）                               （単位：件） 

 情報 

公開 

個人情報

保護 
合 計 全部を妥当でないとした答申数 

不存在事件 １１３ ２０ １３３ 情報公開３件，個人情報保護２件

存否応答拒否事件 ２８    ５ ３３ 情報公開１件 

文書等の特定を争う事件 ２３ １１ ３４ 個人情報保護１件 

適用除外事件  ２    ８ １０ 個人情報保護１件 

逆ＦＯＩＡ事件  ７    ０  ７ 情報公開１件 

行政文書等非該当事件   ０    ２   ２ ― 

 

９－１ 不存在事件 

  不存在事件については，平成１９年度では１３１件（情報公開１１４，個人情報保護

１７）の諮問を受け，平成１８年度以前の諮問も含め，１３３件（情報公開１１３，個

人情報保護２０）について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，妥当でないとされたもの（文書が存在するとさ

れたもの等）は５件あり，情報公開関連が３件（注１），個人情報保護関連が２件（注２）

である。 

（注）１ 平成１９年度（行情）答申第４３４号，平成１９年度（行情）答申第５０９号及び平成１９

年度（独情）答申第１１号 

２ 平成１９年度（独個）答申第３号及び平成１９年度（独個）答申第２２号 

 

９－２ 存否応答拒否事件 

  存否応答拒否事件については，平成１９年度に３５件（情報公開２９，個人情報保護

６）の諮問を受け，平成１８年度以前の諮問も含め，３３件（情報公開２８，個人情報

保護５）について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは，情報公開関

連で１件（平成１９年度（独情）答申第８５号）である。 

 

９－３ 文書・保有個人情報の特定を争う事件 

  文書・保有個人情報の特定を争う事件については，平成１９年度に２７件（情報公開

２４，個人情報保護３）の諮問を受け，平成１８年度以前の諮問を含め，３４件（情報
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公開２３件，個人情報保護１１件）について答申を出している。 

この文書の特定を争う事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは，個人情

報保護関連で１件（平成１９年度（行個）答申第４８号）である。 

 

９－４ 適用除外事件 

  適用除外事件については，平成１９年度に９件（情報公開２，個人情報保護７）の諮

問を受け，平成１８年度以前の諮問を含め，１０件（情報公開２，個人情報保護８）に

ついて答申を出している。 

この適用除外事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは，個人情報保護関

連で１件（平成１９年度（行個）答申第１４４号）である。 

 

９－５ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

  処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯＩ

Ａに関する事件については，平成１９年度に１０件（すべて情報公開）の諮問を受け，

平成１８年度以前の諮問を含め，７件（すべて情報公開）について答申を出している。 

この逆ＦＯＩＡ事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは，情報公開関連

で１件（平成１９年度（行情）答申第１９２号）である。 

 

９－６ 行政文書等非該当事件 

  行政文書等非該当事件については，平成１９年度に１件（個人情報保護）の諮問を受

け，平成１８年度以前の諮問を含め，２件（すべて個人情報保護）について答申を出し

ている。 

この行政文書等非該当事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものはない。 

 

１０ インカメラ 

  平成１９年度の答申（８７０件）についてみると，対象文書又は対象保有個人情報を

見分したとの記載があるのは４５７件となっている。 

（注） 答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象文

書が不存在である場合，一定の様式に記入された個人情報であり，その記載項目によって開示・

不開示の判断が可能な場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合など，事柄の性格上イン

カメラ審理を要しない場合がある。 

 

１１ ヴォーンインデックス 

平成１９年度の答申（８７０件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料（ヴ

ォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注） ただし，これをヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が

自主的に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を整理して提出している場合

がある。 

 

１２ 地方での口頭意見陳述聴取の実施 

  平成１９年度に不服申立人等の口頭意見陳述の聴取を地方において行った実績はない。 
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Ⅱ 情報公開 

 

１ 諮問・答申件数 

  平成１９年度の諮問件数は７８４件，答申件数は６６１件，未済件数は５１８件とな

っている。 

なお，平成１３年度から平成１９年度までの総諮問件数は４，８９２件，総答申件数

は４，２０２件となっている。 

 

 ○情報公開関連 

［平成１９年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ６２８ ５４７ ２３ 

独立行政法人等  １５６ １１４      ９ 

累  計      ７８４     ６６１     ３２ 

 

［平成１３年度～平成１９年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 未済件数 

（年度末） 

行政機関 ４，４０８ ３，８６１ １４１    ４０６ 

独立行政法人等 ４８４ ３４１ ３１   １１２ 

累  計 ４，８９２ ４，２０２ １７２   ５１８ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

 

２ 答申結果の分類 

平成１９年度に出された答申件数（６６１件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，８４件（１２．７％）である。 

 

諮問庁の判断は妥当でないとしたもの １３（ ２．０％） 

諮問庁の判断は一部妥当でないとしたもの ７１（１０．７％） 

諮問庁の判断は妥当であるとしたもの ５７７（８７．３％） 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

  平成１９年度の答申（６６１件）について，平均処理期間は２０９．３日，平均審議

回数は２．２回であり，最短の事件では２９日で処理が終了しており（平成１９年度（行情）

答申第４３２号），最長の事件では１，０２８日かかっている（平成１９年度（行情）答申第４

１０号）。 

  なお，答申までの所要日数の分布をみると，次のとおり，５か月で答申をしたものが

最も多くなっている。 

 

所要日数 答申数（件） 割合（％） 

１か月以内に答申      ３ ０．５ 

２か月以内 ７２ １０．９ 



 - 7 -

３か月以内 ８１ １２．３ 

４か月以内 ７５ １１．３ 

５か月以内 ８２ １２．４ 

６か月以内 ４９ ７．４ 

７か月以内 ５８ ８．８ 

８か月以内 ３７ ５．６ 

９か月以内 ２８ ４．２ 

１０か月以内 ２２ ３．３ 

１１か月以内 １９ ２．９ 

１２か月以内 １５ ２．３ 

４００日以内 ３４ ５．１ 

５００日以内 ６２ ９．４ 

６００日以内 １２ １．８ 

６００日超 １２ １．８ 

（注）１か月＝３０日として集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 口頭意見陳述及び口頭説明聴取の実績 

  平成１９年度の答申（６６１件）についてみると，不服申立人等から口頭意見陳述を

聴取したとする記載のあるものは４件（不服申立人４件）であり，諮問庁から口頭説明

を聴取したとする記載のあるものは２０３件である。 

（注）１ 一つの事件について，双方ともに実施される場合もある。 

    ２ 部会又は指名委員による聴取実績である。  
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５ 特徴のある事件 

存否応答拒否事件，不存在事件等の特徴のある諮問事件については，平成１９年度の

状況は以下のとおりであり，不存在事件が全諮問事件数の１４．５％と最も多く，次に

存否応答拒否事件が全体の３．７％と多い。 

 

（単位：件，％） 

諮 問 答 申 

区 分 
件数 

全諮問件数に 

占める割合 
件数 

全部を妥当でな

いとした答申数

不存在事件 １１４ １４．５ １１３ ３ 

存否応答拒否事件 ２９ ３．７ ２８ １ 

文書の特定を争う事件 ２４ ３．１ ２３ ０ 

適用除外事件     ２ ０．３     ２ ０ 

逆ＦＯＩＡ事件 １０ １．３     ７ １ 

行政文書等非該当事件     ０ ０．０     ０ ０ 

 

５－１ 不存在事件 

  不存在事件については，平成１９年度では１１４件の諮問を受け，平成１８年度以前

の諮問も含め，１１３件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，妥当でないとされたもの（文書が存在するとさ

れたもの等）は，３件（注）である。 

（注） 平成１９年度（行情）答申第４３４号，平成１９年度（行情）答申第５０９号及び平成１９年

度（独情）答申第１１号 

 

５－２ 存否応答拒否事件 

  存否応答拒否事件については，平成１９年度に２９件の諮問を受け，平成１８年度以

前の諮問も含め，２８件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは，１件（平成１

９年度（独情）答申第８５号）である。 

 

５－３ 文書の特定を争う事件 

  文書の特定を争う事件については，平成１９年度に２４件の諮問を受け，平成１８年

度以前の諮問を含め，２３件について答申を出している。 

この文書の特定を争う事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものはない。 

 

５－４ 適用除外事件 

  適用除外事件については，平成１９年度に２件の諮問を受け，２件について答申を出

している。 

  この適用除外事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものはない。 

 

５－５ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

  処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯＩ

Ａに関する事件については，平成１９年度に１０件の諮問を受け，平成１８年度以前の

諮問を含め，７件について答申を出している。 
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この逆ＦＯＩＡ事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは，１件（平成１９

年度（行情）答申第１９２号）である。 

 

５－６ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，平成１９年度には諮問を受けておらず，平成１８

年度以前の諮問も含め，答申していない。 

 

６ インカメラ 

  平成１９年度の答申（６６１件）についてみると，対象文書を見分したとの記載があ

るのは４０４件となっている。 

（注） 答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象文

書が不存在である場合，一定の様式に記入された個人情報であり，その記載項目によって開示・

不開示の判断が可能な場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合など，事柄の性格上イン

カメラ審理を要しない場合がある。 

 

７ ヴォーンインデックス 

平成１９年度の答申（６６１件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料（ヴ

ォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注） ただし，これをヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が

自主的に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を整理して提出している場合

がある。 
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Ⅲ 個人情報保護 

 

１ 諮問・答申件数 

  平成１９年度の諮問件数は２２６件，答申件数は２０９件，未済件数は９０件となっ

ている。 

  なお，平成１７年度からの総諮問件数は３７９件，総答申件数は２８０件となってい

る。 

 

○個人情報保護関連 

[平成１９年度] 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 １７１ １４７     １ 

独立行政法人等 ５５ ６２     ３ 

累  計 ２２６ ２０９     ４ 

 

 

＜行政機関＞                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連 １６８ １４７     １ 

訂正請求関連     ３     ０     ０ 

利用停止請求関連     ０     ０     ０ 

累  計 １７１ １４７     １ 

 

 

 ＜独立行政法人等＞               （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連 ４６ ５２     ３ 

訂正請求関連     ８     ７     ０ 

利用停止請求関連     １     ３     ０ 

累  計 ５５ ６２     ３ 

 

 

［平成１７年度～平成１９年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 未済件数 

（年度末） 

行政機関 ２７１ ２０４     ６ ６１ 

独立行政法人等 １０８ ７６     ３ ２９ 

累  計 ３７９ ２８０     ９ ９０ 
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２ 答申結果の分類 

平成１９年度に出された答申件数（２０９件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，３０件（１４．４％）である。 

 

諮問庁の判断は妥当でないとしたもの ４（ １．９％） 

諮問庁の判断は一部妥当でないとしたもの ２６（１２．４％） 

諮問庁の判断は妥当であるとしたもの １７９（８５．６％） 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

  平成１９年度の答申（２０９件）について，平均処理期間は１４９．５日，平均審議

回数は１．９回であり，最短の事件では２８日で処理が終了しており（平成１９年度（行個）

答申第２８号，平成１９年度（行個）答申第１１０号及び第１１１号），最長の事件では６８１日

かかっている（平成１９年度（行個）答申第１４６号）。 

  なお，答申までの所要日数の分布をみると，次のとおり，２か月で答申をしたものが

最も多くなっている。 

 

所要日数 答申数（件） 割合（％） 

１か月以内      ５ ２．４ 

２か月以内 ７９ ３７．８ 

３か月以内 ３３ １５．８ 

４か月以内      ６ ２．９ 

５か月以内      ７ ３．３ 

６か月以内      ８ ３．８ 

７か月以内 １６ ７．７ 

８か月以内      ６ ２．９ 

９か月以内 １２ ５．７ 

１０か月以内      ７ ３．３ 

１１か月以内      ６ ２．９ 

１２か月以内      ４ １．９ 

４００日以内      ５ ２．４ 

５００日以内      ５ ２．４ 

６００日以内      ８ ３．８ 

６００日超      ２ １．０ 

（注）１か月＝３０日として集計 
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４ 口頭意見陳述及び口頭説明聴取の実績 

  平成１９年度の答申（２０９件）についてみると，不服申立人から口頭意見陳述を聴

取したとする記載のあるものは４件（不服申立人４件）であり，諮問庁から口頭説明を

聴取したとする記載のあるものは４０件である。 

（注）１ 一つの事件について，双方ともに実施される場合もある。 

２ 部会又は指名委員による聴取実績である。  

 

５ 特徴のある事件 

存否応答拒否事件，不存在事件等の特徴のある諮問事件については，平成１９年度の

状況は以下のとおりであり，不存在事件が全諮問事件数の７．５％と最も多く，次に適

用除外事件が全体の３．１％と多い。 

 

（単位：件，％） 

諮 問 答 申 

区 分 
件数 

全諮問件数に 

占める割合 
件数 

全部を妥当でな

いとした答申数

不存在事件 １７ ７．５ ２０ ２ 

存否応答拒否事件  ６ ２．７  ５ ０ 

保有個人情報の特定を争う事件  ３ １．３ １１ １ 

適用除外事件     ７ ３．１     ８ １ 

逆ＦＯＩＡ事件  ０ ０．０     ０ ０ 

保有個人情報非該当事件     １ ０．４     ２ ０ 

 

５－１ 不存在事件 

  不存在事件については，平成１９年度では１７件の諮問を受け，平成１８年度以前の
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諮問も含め，２０件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは２件（注）である。 

（注） 平成１９年度（独個）答申第３号及び平成１９年度（独個）答申第２２号 

 

５－２ 存否応答拒否事件 

  存否応答拒否事件については，平成１９年度に６件の諮問を受け，５件について答申

を出している。 

この存否応答拒否に関する答申のうち，妥当でないとされたものはない。 

 

５－３ 保有個人情報の特定を争う事件 

  保有個人情報の特定を争う事件については，平成１９年度に３件の諮問を受け，平成

１８年度の諮問を含め，１１件について答申が出されている。 

この保有個人情報の特定を争う事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは

１件（平成１９年度（行個）答申第４８号）である。 

 

５－４ 適用除外事件 

  適用除外事件については，平成１９年度に７件の諮問を受け，平成１８年度の諮問を

含め，８件の答申を出している。 

この適用除外事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものは１件（平成１９年度

（行個）答申第１４４号）である。 

 

５－５ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯＩ

Ａに関する事件については，平成１９年度に受け付けた諮問はなく，答申も出されてい

ない。 

 

５－６ 保有個人情報非該当事件 

保有個人情報非該当事件については，平成１９年度に１件の諮問を受け，平成１８年

度の諮問も含め，２件の答申を出している。 

この保有個人情報非該当事件に関する答申のうち，妥当でないとされたものはない。 

 

６ インカメラ 

  平成１９年度の答申（２０９件）についてみると，対象保有個人情報を見分したとの

記載があるのは５３件となっている。 

（注） 答申の調査審議の経過欄に，「本件対象保有個人情報の見分」と記載されている答申数である。

対象保有個人情報が不存在である場合など，事柄の性格上インカメラ審理を要しない場合がある。 

 

７ ヴォーンインデックス 

平成１９年度の答申（２０９件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料（ヴ

ォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 
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Ⅳ  付言の実績 

当審査会では，答申において，諮問庁（又は処分庁）における情報公開・個人情報保護

制度の運用が不適切である場合や，同制度の運用そのものの問題ではないにしても，同制

度の円滑かつ適切な運用を行うために必要な措置について付言を行うことがある。 

平成１９年度の答申を整理すると，２７件の答申において付言がみられ，諮問の遅れな

ど１０の項目にわたって意見が述べられている。 

主な項目別件数としては，諮問の遅れ・早期諮問に関する付言（１２件）が最も多く，

続いて，文書管理に関する付言，開示決定時の理由の提示に関する付言及び情報提供に関

する付言（それぞれ３件），補正に関する対応についての付言及び文書等の特定に関する付

言（それぞれ２件）などという順になっている。 

各項目の主な付言内容は，以下のとおりである。 

（注） 一つの答申において，複数の項目にわたって付言しているものもある。 

 

 １） 諮問の遅れ・早期諮問について付言したもの（１２） 

  ・ 本件諮問は，異議申立てから２年４か月余を経過してなされている。 

開示決定等に対する不服申立てを受けた独立行政法人等においては，遅滞なく諮

問を行うことが求められている。 

本件諮問の内容についてみると，不開示部分の量や不開示の理由からして，不服

申立てを受けてから諮問を行うまでに上記のような長期間を必要とするものとは到

底考えられない。 

諮問庁における情報公開制度の運用は，極めて適切性を欠いたものであったと言

わざるを得ず，遺憾である。（平成１９年度（独情）答申第４号） 

  ・ 審査請求から諮問までに約１１か月を要したことについては，法の趣旨にのっと

り，今後において迅速かつ的確に対応することが望まれる。（平成１９年度（行個）

答申第７５号） 

など     

 

 ２） 文書管理について付言したもの（３） 

  ・ 開示請求を行おうとする者の便宜等を図る観点から，本件対象行政文書ファイル

にそれぞれいかなる事項の文書が編てつされているかについて，だれにでも明確に

分かるよう文書ファイル名を工夫する必要があると考えられる。（平成１９年度（行

情）答申第１６８号） 

  ・ 本件案内文書を作成した当時，既に当該開示請求者と厚生労働省の間で，開示請

求の受付事務等に関して行き違いが生じていたことを踏まえると，その後も何らか

の問題が生じる可能性は十分想定され，一層的確な対応が望まれるところ，本件案

内文書の写しを作成することなく，原本を開示請求者に送付したことは，適切な事
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務処理とは言い難い。このような文書については，その後の事務処理を円滑かつ的

確に行うためにも，写しを作成し，少なくとも当該懸案が終了するまでは保管する

ことが望ましいと考えるものである。（平成１９年度（行情）答申第５０７号） 

など     

 

 ３） 開示決定時の理由の提示について付言したもの（３） 

  ・ 本件開示決定通知書には，不開示とされた情報の内容が，不開示とする理由及び

該当法条項とともに記載されているが，本件対象文書である司法事件情報一覧表の

各々の欄がいずれの不開示理由に該当するかについては明確であるとは言い難い。

このため，本件一部開示決定における理由付記は，行政手続法８条の趣旨に照らし，

適切を欠くものであると言わざるを得ず，諮問庁においては今後適切な対応が望ま

れる。（平成１９年度（行情）答申第５２３号ないし第５３２号） 

  ・ 諮問庁は，原処分の不開示理由における保存期間及び廃棄に関する記載は不正確

であったとしているが，今後の開示決定に係る事務処理において，適切な対応が望

まれる。（平成１９年度（行個）答申第７８号） 

                                  など 

 

 ４） 情報提供について付言したもの（３） 

  ・ 諮問庁においては，当該議事要旨原案について，本件対象文書そのものではない

が内容が同一と考えられる文書である旨の説明を付した上で，異議申立人に情報提

供することが，説明責任を果たす上からも望まれるところである。（平成１９年度（行

情）答申第２１７号） 

  ・ 諮問庁は，処分庁が本件開示請求の段階で開示請求者に適切な教示を行わなかっ

たことは，不適切な対応であったと言わざるを得ないとしており，今後，開示請求

に係る事務手続において，適切な対応をすることが望まれる。（平成１９年度（行情）

答申第３６６号） 

など 

 

 ５） 補正に関する対応について付言したもの（２） 

  ・ 処分庁は，本件開示請求に当たり，開示請求書の記載内容について重複があると

して請求者に開示請求の趣旨を確認した上で開示請求書の補正を行ったものである

が，２００３年２月号分の取扱いが不明瞭となったことは，補正の内容が必ずしも

開示請求の意図を正確に反映したものではなかったと言わざるを得ず，今後このよ

うなことが生じることのないよう，適切な対応を望むものである。（平成１９年度（行

情）答申第４６号） 

  ・ 処分庁が，本件開示請求がいわゆる本人請求となることにより，結果的に存否応

答拒否となってしまうことを避けようとした意図は理解できるものの，補正の求め
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については，その目的が十分に達せられるように，慎重かつ的確に行うよう望むも

のである。（平成１９年度（行情）答申第４７５号） 

 

 ６） 文書等の特定について付言したもの（２） 

  ・ 本来，原処分の段階において十分に開示請求文書の探索・確認が行われるべきと

ころ，本件においては，異議申立て等を受けて，本件対象文書の追加を行ったり，

該当事例の有無を改めて確認したりしており，諮問庁においては，今後，開示請求

を受けたときの文書の特定に際しては，開示請求者への情報の提供を含め一層の適

切な対応が望まれる。（平成１９年度（行情）答申第３２７号） 

  ・ 本件懲戒処分の調査に関する文書について，その存在を認識しつつ，不開示情報

に該当することを理由に当該文書の開示決定等を行わなかったことなど，諮問庁の

事務処理には，法の解釈運用を誤ったものがあると言わざるを得ず，今後において

適切な対応が強く望まれる。（平成１９年度（独情）答申第１１４号） 

 

 ７） 開示・不開示の判断について付言したもの（１） 

  ・ 本件対象保有個人情報が記載されているものとして特定された別紙１の文書は，

同じ文書が複数の会議資料として使用されているなど，重複するものが多数あると

ころ，一部に，同じ内容の文書間で，本件対象保有個人情報の該当性や，開示・不

開示の判断に整合性を欠くものが散見された。 

今後の開示請求への対応においては，対象保有個人情報の特定や開示・不開示の

判断が必ずしも適切に行われていないのではないか，といった不信感を招くことの

ないよう，慎重な対応が望まれる。（平成１９年度（独個）答申第５２号） 

 

 ８） 開示決定の迅速・的確化について付言したもの（１） 

  ・ 諮問庁は，機構が，Ｂ年特定日８に受付を行うまでは，異議申立人と相談しなが

ら保有個人情報の特定を行っていた旨説明しており，確かに随時異議申立人と話し

合いをしていたものと認められるが，法の趣旨及び現にその期間が長期にわたって

いることにかんがみれば，このような機構の対応は必ずしも適切であるとは言えず，

また，Ｂ年特定日１付け開示請求の一部について，機構が何ら応答しなかったこと

は，不適切であり，今後において適切に対応する必要がある。（平成１９年度（独個）

答申第５４号及び第５５号） 

 

 ９） 透明性の確保について付言したもの（１） 

  ・ 公務員採用試験の試験問題は，本来，試験実施後には公開されることが望ましい

ものであることから，諮問庁においては，将来的に当該契約の条件を見直すなど，

外部作成の試験問題の公開についても検討することが望まれる。（平成１９年度（行

情）答申第２２８号ないし第２３１号） 
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 １０） その他の付言（１） 

  ・ 当審査会において，審査請求人から提出された資料について諮問庁に確認したと

ころによれば，処分庁から審査請求人に対し，審査請求の必要がなくなった場合に

「審査請求取下書」を提出するよう依頼する文書を，取下書のひな形を添付した上

で送付していたことは事実であったことが認められる。 

法に基づく開示請求権が，何人に対しても，請求の目的のいかんを問わず認めら

れたものであることにかんがみれば，処分庁がこのような審査請求の取下げを促し

ていると受け取られかねない文書を送付したことは不適切と言わざるを得ず，今後

において適切に対応することが望まれる。（平成１９年度（行個）答申第７５号） 
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【参考】平成１９年度に付言を行った答申一覧 

区  分 答 申 番 号 

１）諮問の遅れ・早期諮問につ

いて付言したもの（１２） 

平成１９年度（行情）答申第７４号 

平成１９年度（行情）答申第４２７号 

平成１９年度（行情）答申第４２８号 

平成１９年度（行情）答申第４４１号 

平成１９年度（行情）答申第４４２号 

平成１９年度（行情）答申第４４３号 

平成１９年度（行情）答申第４８９号 

平成１９年度（行情）答申第４９０号 

平成１９年度（行情）答申第４９１号 

平成１９年度（独情）答申第４号 

平成１９年度（行個）答申第３号 

平成１９年度（行個）答申第７５号 

２）文書管理について付言した

もの（３） 

平成１９年度（行情）答申第１６８号 

平成１９年度（行情）答申第２５６号 

平成１９年度（行情）答申第５０７号 

３）開示決定時の理由の提示に

ついて付言したもの（３） 

平成１９年度（行情）答申第５２３号ないし第５３２号

平成１９年度（行個）答申第７８号 

平成１９年度（独個）答申第４号 

４）情報提供について付言した

もの（３） 

平成１９年度（行情）答申第２１７号 

平成１９年度（行情）答申第３２７号 

平成１９年度（行情）答申第３６６号 

５）補正に関する対応について

付言したもの（２） 

平成１９年度（行情）答申第４６号 

平成１９年度（行情）答申第４７５号 

６）文書等の特定について付言

したもの（２） 

平成１９年度（行情）答申第３２７号 

平成１９年度（独情）答申第１１４号 

７）開示・不開示の判断につい

て付言したもの（１） 

平成１９年度（独個）答申第５２号 

８）開示決定の迅速・的確化に

ついて付言したもの（１） 

平成１９年度（独個）答申第５４号及び第５５号 

９）透明性の確保について付言

したもの（１） 

平成１９年度（行情）答申第２２８号ないし第２３１号

１０）その他の付言（１） 平成１９年度（行個）答申第７５号 

（注） 平成１９年度（行情）答申第３２７号及び平成１９年度（行個）答申第７５号においては，複数

の項目にわたって付言している。 


	①表紙、目次等
	②【全体】
	③【情報公開】
	④【個人情報保護】
	⑤付言の実績

